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　1．地方選峯の政党化
　いわゆる政党内閣期（原敬首相1918年～犬養毅首相
1931年）の後半，法律第47号をもってする衆議院議員選
挙法中改正法律一いわゆる普通選挙法1925年5月5日
公布を頂点に政党政治の特質が地方選挙にも突出した。
その特質としては地方選挙の政党化，与党による選挙運
動干渉，内務省人事による地方長官の政党色化があげら
れる。
　本稿では昭和4年（1929年）施行の地方選挙以降を中
心にこれらの諸特質について検討を加えるものである。
これらを検討するにあたって留意すべき背景は，普選は
これを契機に増大した有権者，とくに従来の如き名望家
以外に大衆を対象とする選挙運動のため，莫大な選挙資
金を要するようになったこと，また無産党の進出をみ，
さらに自治体の内部では既成政党を基盤にセンセーショ
ナルな腐敗を噴出するに至ったことである。この背景に
は今においてもなお記憶に鮮明に残る国会レベルに連鎖
する疑惑事件も所在した。つまり，国会レベルの諸特質
が地方レベルに投影され後者は前者の縮少版化した事実
から大衆の心情は地方政治に疑心暗鬼と不安感を抱くよ
うになった。
　地方議会と政党
　政府及び国会において地方議会への政党進出が初めて
問題の焦点とされたのは明治32年山県有朋内閣の時期で
あった。同年3月15日法律64号によって地方議会議員選
挙の従来の方法“複選制”が廃止された。この折に複選
制の是非をめぐって審議されたのが，政党化の問題であ
った。複選制とは，府県制にあって，府県会議員の選出
は，郡市において市会および市参事会，郡会および郡参
事会が選挙を行う方式であったが，これを新法では市町
村民が直接に選挙をすることに改められた。
　山県はこの改正主旨の説明において「党争の弊は立法
者の予想の外に出で予期の効果を収むることが出来ませ
ぬのであります。故に今日の現状を以て利害を攻究致し
まするに，寧ろ之（複選制・筆者）を廃する方が宜しい
と言う考えであります。」この発言は，政党勢力が市町
村会，郡会，府県会に浸透し，複選制は地方行政を中央
の政争から切断しようとした当初の期待を全く裏切り，
逆にその浸透を許した当時の状況を，ここにおいて再び
切断しようとして，複選制の廃止に踏み切る主旨の説明
であった1）。むろん複選制の廃止は，この主旨のほかに
それがもつ間接選挙制を直接民選制に一当時制限選挙
ではあったが一切り換える主要主旨が存在した。しか
し国会審議では，中央政争と地方というテーマが盛んに
論議されたのである。
　貴族院特別委員会（法改正案審議）において山脇玄議
員は，次のような質問を行っている（当該テーマに係る
箇所のみを記述一一筆者）。
　「三，（一，二の主旨説明は省略）複選法にもまた政
党の争を地方団体に及ぼすの害なし。世人往k政党の争
を地方団体に及ぼすを以て現行府県制郡制の複選法の結
果なりとなすものなり然れども府県郡市町村の事務は，
政党の綱領に由て左右すへきものに非す府県会郡会市町
村会には政党の別無きの理なり故に町村会を郡会に連結
し郡会市会を府県会に連結するも道理上は政党の争を府
県会郡会市町村会に及ぼすことなき筈なり然るに斯の如
く府県会郡会市町村会には政党の別なき理なるに拘らず
又衆議院議員の選挙と府県会郡会市町村会議員の選挙と
は道理上法律上何等の関係なきに拘らず実際府県会郡会
町村会に党派の争あるは何そや府県会郡会市町村会の選
挙に勝を占むると否とは一府県郡市町村内党勢の消長に
大なる関係あるを以てなるへし此事実より推考するとき
は仮令郡会市会と府県会との間又町村会と郡会との間全
く法律上の関係を絶つも此等議会に勝を占むると否とは
実際党勢の消長に大なる影響を及ぼすへく随って現行府
県制郡制の複選法の廃止に由て方今の弊害を救はんとす
るの一空想に過きさる’ことを知るに足れり。」と複選制
の廃止を否定し，今日の選挙に「党派の激烈なる競争を
見るは全国晶般の通況」であるとしている。
　三崎議員は，これに対し「（前略）複選法の長所はそ
の簡便なることにあるが反面に余程弊害がある。直接選
挙にすれば非常に煩雑で選挙又選挙ということになり，
地方は党争のために粉乱を来たすの憂があるがこの欠点
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を除くために本案には種々の工夫が講ぜられ即ち名簿を
永く据置くこととし，又府県会議員の補欠選挙があると
きには補助する等種々の簡便法を作ったのである　（後
略）。」
　同じ主旨で水野遵議員は，（複選法は選挙又選挙で地
方の紛雑をかもすことを恐れ幸に独逸に例あるを模し以
て設けたる制度であるが，事は予期に反し町村会議員選
挙について競争の弊が甚しくなった。けだし一たび町村
会議員の選挙に勝利を得れば府県会議員選挙にも多数を
占め得るが故に，凡百の地方の競争の弊は町村会議員の
選挙に集中する（後略）。j2）
　複選法は，かくて地方議会を中央の政争から遮断しよ
うとした意図とまったく相反した逆作用となったので，
この改正をみた3）。
　このように政党の地方議会への進出，党勢拡大のため
の基盤確保は必然の動きではあった。話を戻して普選を
契機に無産諸政党の進出をみた折，次のような政情時評
があらわれている。
　「地方自治体に政党が侵入し来れる事実は拒む可から
ざる事実である。殊に無産党の拾頭は近来最も著しき事
実であって，普選の実施は確に門戸を蜘こ向て開いたも
のである。愛に我等の最も見逃し難き事実は，無産党に
於ては地方自治政治に就て明に政綱政策を具体的に表示
し，其主張を強調して政党としての態度を明確に表現し
ているが，所謂既成政党に在りては何等具体的政綱政見
を公示したものを見ないことである。地方自治の上より
見れば，政党と認む可きは，今日のところ，ただ無産党
のみであって既成二大政党の如きは厳格なる意味に於て
は政党たる実質を具備していないのである。」4）
　植原悦二郎は，当時「自治機関は合議制によらねばな
らない。一合議制の下において政党政派の分るるのは
自然の趨勢である。立憲政治即ち政党政治といはるるこ
とも畢寛これが為である。併しいはゆる政党なるものは
主義主張によって結合するものでなければならぬ。然ら
ざれば多数政治の本義を完うすることは出来ぬ。然るに
現在の我邦の政党なるものは主義主張によって集るもの
というより寧ろ情実や感情や特殊の利益関係によって結
ぼれて居るものといふべき有様である。（中略）地方自治
団体の所謂政党なるものは，多くは情実や感情によって
存在しているものである。（中略）地方団体における政
党の争は中央に於ける政党の争より更に熾烈である。地
方自治団体を構成する選挙民までも地方の利福よりは政
党の争を主にしつつあるに非ずやと思はるる如き状態を
呈している。」5）
　植原の指摘は，中央の政争が地方に投影することより
も，地方独自の感情的争いが熾烈であるといい，政党が
表1　府県会議員数有権者数のすい移
　　　　　　　　（明36～昭6）1903～1931年
年 隣員剃擁者数
1903
1907
1911
1915
1919
1923
1927（昭2）
1931　（目召6）
1，594
1，630
1，664
1，702
1，736
1，789
1，770
1，621
　　万
　2009000
　2434000
　2410000
　2381000
　2441000
　5123000
1，143　0000
1，051　9000
（升味・日本政党史論第5巻p．299引用）
党勢拡張のため選挙民を党員として入党させるため政派
に分れ相うつ状況を述ぺている。
　ところで表1は，明治36年（1903年）より，昭和6年
（1931年）にいたる府県会議員数及び選挙：有権者数のす
い移の数字である。1925年（大正14年）5月普選法公布
以降の1927年の有権者数は，1923年に比し2倍以上の
1，143万に達している。（当時の選挙制度によれぽ府県別
有権者は，府県単位でその総数を算出するのではなく，
市町村選挙人名簿を台帳としこれを合算する建前をとっ
ていた。）
　次に都市単位で当選者の党派別数を表示したものが表
2である。この表の出所である日本都市年鑑1（昭和6
年）6）によると「立候補に際して中立を標傍する者が多
く，市会内の各会派も中央政界の情勢又は地方的利害，
個人的勢力の消長によって忽ち離合集散するが如き程度
である。従て市会における政党勢力の分野を明かにする
ことは極めて困難である（後略）。」としている。それで
も一応選挙終了時において所属政党をかぞえると次の通
りになる。昭和3年9月10日以降昭和5年7月25日まで
普選第1回の市会議員選挙を執行した都市は，76市を数
えるが，そのうち会派不明の市会10市を除いて66市すべ
てで民政党，政友会所属議員を擁している。無産党系の
所属議員は31市に所在し，議席数の多い順からいえぽ八
幡市（無産14，民政12，政友10，計36），大阪市　（無産
13，民政38，政友25，中立5，その他7，計88），横浜
市（無産7，民政28，政友13，中立6，その他2，計56），
東京市（無産6，民政40，政友21，中立15，その他2，
計84），佐世保市（無産6，民政21，政友2，中立7，
計36）となっている。工業地帯，大都市に無産党の進出
をみている。
　なかでも八幡市での無産党の勝利は，民政・政友の提
携が，社会民衆党と日本大衆党の無産系連合に敗れると
いう事態を招いた。以下に前者の必死の守備とこれを敗
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表2　第1回普選・市会選挙結果（政党別）
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日本都市年鑑1より引用し，補筆。
った無産系の選挙対策を引用記述しよう。
　同市の所在する福岡県第2区は衆議院議員として日本
大衆党の浅原健三，社会民衆党の亀井貫一郎（政策委員
長）を選出しており，無産進出の条件をもち乍ら両党の
連合は無理とされていたが，勢力の減退と無産からの防
御をはかろうとする民政・政友の両党が市会選の前年，
小選挙区制（市内六選挙区制）を提示，無産の進出を防
こうとした。当時（無産党進出阻止の）露骨な制度とし
て内務省も難色を示したが，これをまげて可決，却って
一致の歩調をとりがたい社民党と大衆党（民憲党）の連
合を招いた。立候補屈出では政友会15名（結果10名当
選），民政党14名（12名当選），大衆党11名，社民党11名
（両党合せ14名当選），中立13名（当選0名），合計64名
（定員36名）の立候補となった。無産党の多量進出は，
次の諸点にあったとされている。
　浅原健三らの製鉄所大罷業以来の無産運動が功を奏
し，工場労働者と関連小売商人に支持者を増し，あらゆ
る新戦術で，旧勢力を背景とする既成政党にくい込んだ
成果であった。第2に，前年の小選挙区制設定が無産党
両派を刺激し両党の提携を促したこと。警察当局の無産
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取締りのきびしさに選挙民が著しい反感を抱くにいた
り，第3に民政党の無気力振りが目立ち右権者が愛想を
つかしたという，諸点があげられている7）。（当時は，立
憲民政党浜口雄幸内閣当時であったのであり，引用元の
大阪朝日夕刊は，投票日前3日の昭和4年4月26日付の
もので，いわぽ予想版であったが，ほぼこの通りの結果
となっている。）
　一般的にいって無産党，つまり社会民衆党は都市にお
いて伸び，日本大衆党は農村において進出した。ちなみ
に第1回普選の地方選挙では，社会民衆党の進出状況
は，市会で23名，町村会で113名を得ており，日本大衆
党は市会に16名，町村会に212名を得ている。この傾向
によっては必らずしも両党が都市派と農村派に性格の分
類をなしうるのではなく，農民組合の主流が大衆党に属
していたという系統の筋であったことによる8）。
　ここで，東京市大阪市に焦点をあて無産党の評価をこ
ころみよう。
　東京市会のばあい，第1回普選直前に定数是正を市来
市長が提示し，人口に応ずる従来の法定議席，84名を88
名とすることとしたが，結局東京府参事会で84名定数が
決定された。また東京市にとってこの選挙は，第1回普
選選挙であると同時に，相次いでエスカレートした市議
汚職（後述）の浄化選挙の意義をもっていた。
　昭和4年3月16日の選挙には，表3にしめしたように
無産党（日本大衆党，社会民衆党）27の立候補によっ
て，6名の当選をみた。内訳は，
　日本大衆党・堺利彦（1位，牛込区）のほか社会民衆
党・島中雄三（1位，小石川区），同党・馬島かん（1位，
本所区），同党・阿部温知（京橋区），同党・和田操（芝
区），同党・和久利幾之助（麻布区），で初めて立候補し
た浅沼稲次郎（深川区）は落選した。
　棄権は，普選により大量に増加した新資格者より旧有
権者に多く，また市政刷新にはずみをつけた無産党が伸
び，なかでも予想当選圏外にあった堺利彦の第1位当選
は汚職刷新の選挙の上に衆目を集めた。ちなみに第1位
表3　東京市会議選挙結果（昭4．3．16）
政党別　　立候補数
?????????????? ????当儲劇当選率?????
合
??＝? 243 84 0．34
当選の島中雄三は，当時金権候補の買収がもっとも盛ん
な小石川区より，また堺利彦は，民政党の三木武吉首脳
の地盤牛込区からの出馬であった9）。議員定数は84名で
あり，うち中立派15の内容は，純中立9，政友系4，民
政系2となっていた。第1党の民政党40に中立民政党系
2を加えて42となり，過半数とはなるが，この数字のな
かで地縁，擁立団体との関係から民政傘下に入るものが
5，6名欠けることもあり，民政党の指導下に入る純正
の数は36名もしくは37名となる。かくて84総議席の半数
42以上を制するには，民政党は無産党6名をキャスティ
ングボートにせざるをえぬということとなり，無産党の
6名進出は，市会にとって意義ある結果となった10）。当
選後，島中雄三は東京市参事会員となっている。
　大阪市における市会議員選挙は，普選第1回選挙とし
て昭和4年6月1日に執行された。大正14年6月の有権
者数は，13万3，464名であったのに対し，46万9，223名に
ふくれ上った。選挙戦の結果は，政党別に，民政党38，
政友会25，中立派5，無産党13，その他7，が当選し合
計88名であった。無産党の内訳は社会民衆党11（立候補
14），日本大衆党1（立候補7），労農同盟1（立候補3）
で，労農同盟の当選者は小岩井浄であった。この市会議
選では無産党系の出足が早かった。無産党は此花区，東
淀川区，西淀川区の工業地帯で立候補し他党と激戦の運
動を展開した。その結果，西区，天王寺区，浪速区を除
いてまんべんなく当選者を全区に出すに至っている。当
時の取締りに当った池田警察部長は，大阪は矢っ張り土
地柄無産階級の人が多いので，それを反映し多量の当選
者をみたもの，と語っている11）。
　ところでかかる都市における地方議会への党籍者の進
出について，当時その問題に深いかかわりをもつ，内務
省および研究者は政党化について大きな論争をまきおこ
している。
　当時，政党は公法上，国の制度として公認されたもの
ではなかったが，政党内閣以降地方議会への政党党籍者
の進出は次の意味で問題の対象となっていた。政党は，
公認如何にかかわらず社会的な存在として事実上，政治
の勢力である。したがって，地方議会にあっても中央政
党の影響により政争が起りうるという実態にっいての批
判一これは政党の党勢拡張の基盤は地方にあるとの政
党選対への批判でもあったが，他方地方議会そのものの
中で党派別に相争う事実上の抗争への批判もあった。ふ
たつ目には，政党そのものの体質から出る腐敗への批判
である。三つめは，無産党進出に対する反感もしくは政
党がこれにより三つ巴で抗争する批判であった。
　第一の政党間の抗争を政党化時代のひとつの事実問題
として認識していたのは，蝋山政道である。蝋山は，今
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日の時代は，法律の関係からする政党無視の時代ではな
く，政党を政治の機関としてみとめ，これによって政党
の弊害を除去すべきである，と考えている。そして国家
または自治体と政党という関係と政党政治の弊害をどう
するかという問題は別であると考える12）。立場は異るが
政党そのものと腐敗の問題を切り離して主張し，弊害を
そのままに政党化現象と同一のものと考えてはならない
というものに添田敬一郎がいたユ3）。つまりこの時代は，
官僚政治（内閣）を脱した時期であり，選挙の抗争と醜
態が，そのまま政党の欠陥として露呈し，または，欠陥
としてみなされ，期待された政党政治に大きな隙間が生
じた時でもあった。
　選拳干渉・地方官と政党
　政党政治・内閣が定着するためには，他の側面で地方
官の政党型人事の激化とそれと表裏一体の選挙干渉を経
過する過程があった。各政党の集票の基盤が地域有権者
にあり，その地域を統制できるのは，内務人事の地方官
であり，この人事が与党によって左右されたものであっ
た。地方官がもっとも力を発揮できたのは選挙のさいの
反対党に対する厳格な選挙運動の取締り（干渉）であっ
た。知事を頂点にして県内務部長および警察部長がその
任に当っている。野党側はこれに対抗して選挙監視員を
現地に派遣した。選挙監視員はしばしぼ野党つまり前・
与党の当該県の前知事，前・内務部長，前警察部長らで
あり，現地に赴いて警察署長，警部，巡査に至るまで
に話をつけて取締り干渉をゆるめさせることにつとめ
た14）。
　政府による選挙干渉は，っとに松方内閣の品川内務相
による干渉が酷烈であり官権の悪用として指弾の声が高
かった。政友会田中内閣の鈴木内務相は，組閣直後，地
方長官会議において，「普選の首途において立憲の本義
を鮮明にする劃代的選挙の事なれば，選挙の自由公正を
期し，国民参政の道を明らかにし，民意の暢達をはかり
普選の趣旨を徹底せしむべし」15）と訓示をなしつつも，
警保局長が「選挙の報告は正確且つ迅速を期すべし」と
補足している。この選挙の報告とは，選挙時において現
地の警察官が候補老の運動と集票数を調査し，まとめ上
げて県警察部長に報告し，これが内務省に報告される手
順をとるものである16）。しかもこの報告は与党の強い要
請というよりも，こうしたことが一般の警察行政事務の
一端と考えられていた。
　ひとつの事例をあげよう。全国の地方選挙のなかで最
も党争の激しかったのは昭和初年の熊本県であって，昭
　　　Pt和3年同県議補選の事例は次のようなものであった。
　有井信治は雑誌「民政」（民政党機関誌）にほぼ次の
ように寄稿している17）。聴衆50人程度の会場に臨監警官
5名がつめており，演説に注意を連呼し，演説中止を命
ずる（筆者注・弁士の演説が熾烈な与党批判になると，
弁士注意の語が警官から発せられこれを数回重ねると演
説中止を命ぜられた）。・各村々には10人，15人宛の角袖
が配置されて1人宛民家の一室に陣取り昼夜を分たず巧
な干渉をやっている。夜に入って政友会の運動員以外の
ものは，片っ端から誰何して，ついには一般の往来も殆
んど止ってしまった。（中略）警察による取締りは県の
警務課，刑事課，高等課を始め，県下各署から此郡出身
者，縁故者在住者をえらび郡下町村に300名を超える人
数を配置した。干渉，取締りとするよりも警察官による
積極的選挙工作は，警察署長による巡査のなかの有権者
に対する投票依頼，県高等課長による県庁各課長へ候補
老の紹介と，投票依頼のための候補者訪問（昭和2年石
川県議選），警察署長による候補者への立候補辞退の要
望，同候補戸別訪問の疑いで訪問を受けたとする者50名
の召換（昭和2年和歌山県議選，いずれも検事局は不起
訴とした）例などがある18）。
　他方，昭和5年与党となった民政党による干渉も政友
会側から公表されている。
　神奈川県内大岡警察署長は昭和5年衆議院選挙のさい
に民政党々員立候補者の経歴を署員全員の前で発表し，
他党候者に投票をせず，その候補に投票するように誘導
し，選挙法第116条に問われ横浜地裁検事局に告発され
た19）。
　大阪天満警察署長は，前府議が議員当時，大阪府より
払い下げをうけ取得した土地にかかわり不正事実がある
と本人に指摘，今回選挙で民政党特定候補を応援すれば
不正摘発を見合わすと称し，同人はこの不正事実はない
が不安に思い応援を約束したという，権限悪用の事件が
あった20）。
　昭和4年衆議院選挙のさいに起きた事件で，政友会堀
切善兵衛を告訴人とした告訴状によれぽ，学党民政党は
安達内相が官邸を選挙策動の本拠とし野党攻撃のパンフ
レットを作成しとくに，田中文相の演説のなかで野党候
補の名誉毅損に当る言辞を表明したという告訴事件があ
った2D。
　昭和4年内務省某高官は地方警察署長に通達を発し次
の事項の調査を命じたという（地方官憲に対する細密訓
令）。現代議士及び次期の総選挙に立候補の見込みある
者の，次の事項調査。氏名・現住所・本籍地・年令・資
産信用略歴，政党関係と地盤・勢力範囲，崇拝人物・交
際人物・輩下と目すべきもの，後援団体・後援者，関係
もしくは出資事業会社又は計画中の事業。さらに政治的
有力者（元前道府県市会議員もしくはこれと同等の人
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物）について次の事項調査。氏名・現住所・本籍地・年
令・資産信用，政党関係・地盤・勢力範囲・従来の政治
的行動，関係団体もしくは組合における地位勢力，関係
もしくは出資する事業会社共同出資もしくは経営するも
のがあれば共同者の氏名住所，交際人物。また，さらに
政治的後援団体（または政治的に利用しうる団体を含め
て）の次の事項調査。事務所の所在地・その主旨および
創立年月日，主な者の氏名・住所および会員数・その団
体の勢力範囲22）。
　与党が政友会か民政党かの判別は記されてないが，内
務省史には本間利雄（元長野県知事その後，憲政会によ
って山梨県知事に左遷，その後退官）が次の様にのべた
ことが記されている23）。「一要点のみ一警察部長に
なってから退官するまで数10回の選挙をやったが，票読
みは公然の秘密であって，警察部長会議で選挙の際に
は，まずもって各府県の情勢を報告しろということが命
ぜられて誰が何票とる見込みだということの報告をしろ
という。（中略）大体自分の経験によると選挙をやるとき
は，まず候補者を研究して，そのうちでこれとこれは当
選するだろう，これはどうもちょっと当選しない方がい
いというような表をつくる。そして大体経験によるとみ
なその通りにいくのですね。（後略）」。
　知事，県内務部長，警察部長が内務省内人事であり，
時の首相，内務相の人事統制が強力であれば人選任免転
属に政党支配が強化されるのは，当時としては当然であ
った。
　時期はさかのぼるが，松方内閣の品川内務相による明
治25年の選挙干渉は，吏党（政府党・7党）と民党（野
党）の争いの中で民党に向けられたが，地方長官はこと
ごとく吏党で民党の選挙運動は微罪も全く許されなかっ
た。民党も運動は戦闘であり，当時両党の抗争によって
死者25名，負傷者380名に上ったという24）。以降藩閥内
閣当時は内務相の更迭によって，地方官，知事が更迭
し，転属することが当然でもあった。しかも明治31年よ
り38年に至る間，68名の知事が任命されているが薩長出
身者が28名，鹿児島を含めて九州出身が32名であった。
西園寺第一次内閣のさい明治41年5月の総選挙にむけて
三回にわたって知事更迭を行っている関係知事は，17名
である25）。下って山本内閣にいたり原内務相は，非政友
系知事を一掃し，水野錬太郎ほか17名を更迭した。
　原敬内閣にいたって地方官大異動は，組閣直後に依頼
免本官9名を除いて33名の知事に及んだ。つづいて大正
8年から2年間に43名の知事更迭を行っている。昭和4
年浜P内閣の成立のさい安達内務相は，警視総監長岡隆
一郎を丸山鶴吉にかえ知事では36名を更迭，12名を休職
とし，16名を依頼免本官とした。これをもって栗林貞一
は，原内閣から浜口内閣にいたる間で，政友組と民政組
の知事交代制が確立したと評している26）。
　水野錬太郎は「近来官吏（地方官のみといわず）の行
動を見ると不愉快のことが多い。上手に遊泳の術を講
じ，政党有力者の鼻息をうかがい保身の計に汲々tcるが
如き風がある。」（後略）「地方官が政党色彩を帯び中央
政局の変転毎に地方官の異動あることは，政党政治当然
の帰趨であり，今日の事情やむを得ないといえばそれま
でであるが，これが果して地方民の為め有利であろう
か，地方行政の上に支障がないであろうか。余は今日の
如く政変毎に半数以上の地方官が異動し地方行官の中心
たるべき知事が半年や一年にて更迭し動揺常なきことは
決して地方民の為め有利とは考えない27）。」とのべてい
る。
　2．市会議員の選挙
　東京市会選における浄化選挙と普選
　昭和4年（1929年）3月16日に執行された東京市会議
員選挙は，3年12月21日内務省の命令によって解散せら
れた市会の，いわゆる浄化のための選挙と，普通選挙の
二重の意義を有するものであった。内務省の解散命令
は，東京市会議員議席88名中，汚職容疑者40名を続出し
開会が不能となり，これによって発せられたものであっ
た。この汚職はいわゆる板船権事件と，京成電車乗入れ
問題等に関する贈収賄事件であった。板船権事件とは，
震災後の東京復興計画に含まれていた日本橋魚市場を築
地に移転させる際に，魚市場側から東京市に対して要求
した移転に伴う補償金に係わるものである。大正末，中
村東京市長は市会に100万円の補償金支出を提案，これ
は否決されたが，後昭和2年末，市会に再提出された補
償金修正案70万円が賛成42，反対40の僅差で可決され
た。しかしこの際11万円余が市会議員にまかれた疑があ
り，議員10名，贈賄者5名が容疑で召喚，逮捕された。
この事件が，京成電車乗入れ事件にからまるものとして
醜聞が拡大発展したものであった。京成電気軌道株式会
社は，大正11年，押上より浅草附近まで路線延長を申請
し却下されること5回におよび，昭和2年第6回目の申
請を行った。このさい内務省，鉄道相は道路管理者の東
京市長に諮問を行い，市長は，増設を認めないと答申し
たが，市会が42対35で可決，市として申請許可を行っ
た。その際に40万円が市議にまかれたという疑いであ
り，板船権問題の贈収と京成電車乗入れ問題の贈収に同
時に連座したものが，市議に所在した一連の事件であっ
た28）。また，同時に二件の同種の汚職事件がからんでお
り，未曾右の不祥事による解放命令であった。
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　今回の市会議員選挙は，東京市では普選初のものであ
るために，大正15年6月の選挙で有権者17万7，016名に
対し今回は，34万8，944であり，有権者数約2倍に増加
した選挙であった。先回選挙に比しての人口増加に伴
い，市内各区を選挙区とすれば，割当て議席数が異って
くる。よって市来市長は，人口を基準に総数88議席を定
めたが，麹町区（旧制），四谷区（旧制）において議席数
は減少することになった。両区等の猛反対に屈して，市
長は旧議席84のうち，15議席を市内15区（旧制）の各区
に1名あてで割り当て，残り69議席を各区に人口基準に
より按分することを定めた（決定は市条例改正により内
務相が認可）。これにより選挙直前に市来市長は辞職し
ている。
　「浄化市会」を標傍する選挙は，各新聞のキャソペー
ン，東京の婦人運動団体3，研究団体1，市民団体2の
浄化運動を現出し，理想選挙を指向する選挙母体として
3団体が結成された。無産系政党は公認者を指定した
が，政友会，民政党は政党の地方議会進出反対の世論を
気にして公認候補を指名しなかった。立候補者は，236
名に達し，定員の2．8倍であった。
　選挙結果を記述すると，投票率69．6％（普選前の市議
選の投票率は74％），当選者は前掲の通り，政党別に高
順位から民政党40名，政友会21名，中立系14名，無産系
6名，革新3名，計84名であった。
　まず浄化選挙の意義としては，新人の進出，年令構成
の若がえり，不人気の政友会の議席減少と，国会レベル
で上り坂の民政党の増加，無産系の進出がきわ立った。
　新人候補は64名に達し，前議員は立候捕数の約半分の
20名にすぎず，年令構成では40歳から49歳までが34名，
最年少32歳から39歳までが14名となり，50歳から59歳ま
でが25名，60歳以上11名となった。党派別，新旧の入れ
替えは，政友会の前勢力28名が20名となり（選挙直後中
立より1名増加），民政党では，35名であったものが40
名と増加している。しかし民政党選挙部長頼母木桂吉は
候補者の乱立によって当選者が予想より減じ選対の失敗
を述べているし，政友会選挙部長松野鶴平は，（立候補
に際して党籍を表明しないものがいるから）結果として
は，純政友会24名，政友会系中立6名で合計30名となっ
て実質は前議席より増加をみたことになると述べてい
る29）。無産系の社会民衆党5名，日本大衆党1名の，合
計6名の進出は既述の通りである。これらの政党の進出
にっいて，前田多門は，政党を背影とする地方議会の腐
敗を難じつつ，浄化の成果は無産系の進出一防腐剤一に
あると評し乍らも，前回に比し党籍議員の減少しない点
では成果はなかった30），とのべている。84議席のうち結
局，党籍保有者が60名に達しているのは，新旧入れかえ
だけで雰囲気は変らないと新聞の論汐は一致した。
　以上が選挙結果の概括であるが，若干これらの事情を
詳述しておこうと思う。小倉庫次によれば，まず投票率
低下について，市政に対する有権者の無関心をあげてい
る。1年前2月の衆院選挙のばあい76．4％となっており
中央政界への関心度が高く，浄化を求めても有権者は市
議選に冷淡であると指摘している31）。しかし，その後の
地方選挙の傾向と比較すると，今回の選挙には複雑な要
因が別に潜在していたものと考えられる。制限選挙と普
通選挙の性格の差，震災復興が緒について東京市自体の
都市化が進んだため大都市型の選挙の先端を進むに至っ
ていること、浄化選挙が必らずしも当時客観的に断ずる
ほど大衆に熱心度を高めるものではなく，浄化一清
潔一熱心の図式があらわれなかったこと，などがあげ
られる。そこで第一に普選の性格であるが，制限選挙か
ら大衆選挙に至って熱心度の高い有権者が増加したかと
いうことである。無産系の進出は，確かに新有権者の労
働者および都市型有識者の票を吸収し，第1位もしくは
高位当選を果しているが，これだけで熱心度の増加を証
左することにはならない。旧選挙の有権者にも新資格の
有権者のなかにも熱心度の高い率と低い率が都市型市民
の増加によって，所在していたことである。農村及び郡
部における投票率は都市もしくは大都市をはるかに上回
る率をしめしているのは，当時も現在も共通している。
また中小都市が大都市を上回るのも共通している。ちな
みに，昭和4年3月以降，5年の1月迄に第1回普選を
執行した6大都市の投票率をあげてみよう。大阪市（有
権者46万人，投票率60．3％），東京市　（有権者34万人，
投票率69．6％），名古屋市（有権者15万人，投票率70．1
％），京都市（有権者14万人，投票率66％），神戸市（有
権者14万人，投票率70，1％），横浜市（有権者11．5万人，
投票率75．1％），　となっている。東京市，大阪市の有権
者数の半分以下のこれら4都市は，京都市を除いて70％
台である。しかも6都市以外において有権者が少くなれ
ば投票率は上昇している。こうみると都市規模の大小も
しくは都市化の程度と投票率は相関の関係にあることが
強いと解せられる。次に浄化投票は意義があったかとい
う点である。新人の大量出馬は，従来の政治イッシュ．一’
から，選挙の射程範囲が汚点批判一清潔に移り，良かれ悪
しかれ政治的もり上りに欠けていたことを示している。
例えば小倉庫次は「大正15年6月の前回市議選において
は制限選挙で階級選挙であったため，戸別訪問が盛んに
行われ有権者自身が候補者の顔を知っており，選挙日に
投票狩り出しが行なわれたため，（より高率の投票率74
％が）得られたものj32）としている。制度の改正は個別
訪問を禁止し，ポスターを禁止して演説会にアッピール
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をゆだねたため，政治イッシューが浸透しなかったこと
にもよる。他面この限りでは，逆に汚職議会にあきらめ
をもった大衆の一面の心理があった。安部磯雄，永田秀
次郎は，腐敗の絶頂での，この棄権率を嘆じ，期待を裏
切られたと表明しているのに対し，後藤新平は棄権率は
少い方と言明した33）。
　結果的にみれば，普選，浄化の意義は意義として認識
されつつも，総じて型態は大都市無関心型の地方選挙で
あったと性格付けができよう。
　普選第2回目の東京市会議員選挙は，昭和8年（1933
年）3月16日に執行された。この選挙の特色は，市政の
再浄化がスローガンとされた点にある。昭和4年選挙で
議席を得た市議のうちから東京ガス問題市会議長選
挙，市長選挙等にかかわる汚職容疑の市議の起訴20名を
出した醜態を再浄化する選挙であった。
　東京ガス贈収賄事件は，昭和4年東京ガス会社が1憶
円増資の許可を得るため東京市会に同意を求めたさい
に，市会関係者に50万円の贈賄を行った事件である。昭
和7年9月，東京市助役，市会議長らが容疑者として召
喚されこれをきっかけに同容疑者らから市会議長選出，
市長選出にからんだ贈収賄事件が発覚，さらに墓地買収
問題贈収賄事件にも連座した事実が明るみに出た。
　同4疑獄に連座し起訴されたもの32名に及び，うち東
京市会議員は20名であった。東京ガス事件関係市議2
名，議長選挙事件関係市議20名（うち前者を兼ねるもの
2名），市長選挙事件関係市議2名（うち前2事件にか
かわるもの1名，前老を兼ねるもの1名），市営墓地事件
関係市議2名（うち4疑獄すべてにかかわるもの1名，
議長選挙事件にかかわるもの1名）となって，連座する
特定議員を現出した。これら市議の政党派別内訳は，市
民会5名，民政会4名，更新会6名，中立クラブ4名，
無所属1名の合計20名である。
　選挙前の新聞論汐は粛正を叫びつつも，展望に，たい
した光明は認められないとし，ほぼ諦観している面も見
受けられた。選挙民も一般に冷淡であろうと憶測され投
票率の低下が予想された。なお先回市議選と今回市議選
の間に東京市内に区が増設され，35区が選挙区となり有
権者は，82万4，211名となった。立候補者は，新制議席
数144席に対し，300名となった。無競争当選となったの
は，大森区（当時），蒲田区（当時）の二区であったか
ら両区を除いて投票率は60．2％となった。このうちもっ
とも棄権率の高い地区は，世田谷区（59．5％），麻布区
（54．1％），杉並区（53％）であって，当時称せられた山
の手地区に棄権率の多率が目立ち，低率は葛飾区（29．2
％），王子区（21．6％）となっている。
　当選者は高順位から政党別に政友会67名（立候補117），
民政党62名（122），中立系7名（31），国民同盟6名（15），
社会大衆党2名（11）となった。新旧別では新人67名，
前元当選者77名，合計144名であった。当選者を年令別
にみると，40歳から49歳まで70名，50歳から59歳まで46
名，30歳から39歳まで10名，60歳以上17名，29歳以下1
名の合計144名となった。
　この選挙の意義はいくつかに分岐されよう。ひとつ
は，東京市に設置された新区を含む大規模選挙であり，
他はいわゆる再浄化を目指す選挙という事である。再浄
化選挙は，選挙時に提案された，東京市廃止に基づく新
たな東京都制案に対応する，市民の賛否意志の表明でも
あった。
　選挙前に安部磯雄（当時社大党党主）は，市政の醜状
に対し，市議の政党党籍問題にふれ，市議選出には政党
を基準とするものではなく，信頼すべき人であるか否か
が条件であって，市政に党争を持ち込むようであっては
ならないと表明している。嶋中雄作もまた同様に人物本．
位を基準とすべしととなえている34）。
　再浄化選挙は終了後，多数の選挙違反者を出した。無
競争当選を得た大森区の4候補は当初立候補した他の2
名に対し，立候補辞退を求めて金銭を贈与した事件の容
疑に問われ，他にも相次いで当選者が収容され，一票の
買収費は30円と新聞に発表された35）。総じて再浄化は実
現せず，有権者の関心は低くなり，むしろ愛想つかしの
地方選挙であったといわれている。
　大阪市会議員選挙
　普選法初の大阪市会議員選挙は昭和4年6月1日に執
行された。有権者45万8，677名で東京市より約12万人も
多い初の大型市議選であった。定員88に対し，250名が
立候補した。当時の記録によると普選の意義よりも市会
の政党化を如何に阻止するかという認識が一般に強い。
選挙前に新聞各社が政党化阻止は市政浄化であるとキャ
ソペーンを行っている。立候補者側は，小会派を組織し
てはいるものの，その会派自体，既成政党の勢力浸透防
止を選挙対策スローガンにかかげており，要すれば政友
会，民政党の大量進出を阻止しようということを意味し
た。例えぽ発足した市政刷新会は，市会の政党化防止，
市会の品位ならびに議事能率向上を標榜し12名の推薦候
補を選出している。更新倶楽部も政党化防止をかかげ19
名の候補を推薦している。大阪毎日新聞は，6月3日の
当選の発表記事で民政党35，中立33，社会民衆党11，関
西大衆党1，旧労農党1，政友会5，新党2計88の記事
を出し政党進出を阻止しえたとしているが（昭4．6．3），
後日の他の統計によれぽ（既掲表2参照），政友会25，
中立5と発表されている。いわゆる，政友会派の立候補
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のさいの政党かくしが実施されていたことが明らかにな
る。
　前述のように，大阪市における無産党の進出は（13名
当選），八幡市とならぶ普選の特徴でもあった。選挙公
示とともに日本大衆党は政策を公表し，市長の一般公選
（当時，市長は市会で選挙），女性選挙権の獲得，大選挙
区制の採用，汚職議員の公民権はく奪の他，財政，社会
問題に関するスローガンを提示した。
　無産党系の各党別候補者は，社会民衆党14名，日本大
衆党7名，大阪市議戦無産体団協議会4名，関西民衆党
2名，勤労党1名計28名であった。各区別に無産党系候
補同志の選挙戦では，東成区が最も多く無産4派から1
名づっ立てて4名　（うち当選は社民1，旧労1），次に
港区，無産3派から各1名の3名（うち当選は，社民1
名），此花区では社民2名を立て2名とも当選，北区2名
立候補（当選，社民1），東区2名立候補　（当選，社民
1），西淀川区2名立候補（当選，社民1），東淀川区2
名立候補（当選，社民1），西成区2名立候補（当選，
社民L大衆1）の激戦となった一その他1名立候補
1名当選の区は南区，住吉区があり，無産党系当選は，
合計13名である一。
　無産党系の選挙運動には，旧労農党には大山郁夫，河
上肇らが応援，日本大衆党では，河上丈太郎，社会民衆
党では西尾末広らが演説している。小岩井浄の演説会場
では臨監警官より演説中止が度々命ぜられ混乱がおこっ
ている。選挙の結果，港区で田万清（社民・新）が5，183
票（2位の2倍得票）で1位を占め，此花区で大矢省三
（社民・新）が3，562票で第1位，東成区で川村保太郎
（社民・新）が2，502票を得て第1位で，それぞれ当選
した。無産党系の得票率は，表4にあげる通り，全体の
15．2％の得票率をあげ（5派合計），88の総議席数のう
ち13議席を占め14．7％の構成率となった。
　無産党各派の進出と同時に普選の特色としてあげられ
たものは，名望家だけの出馬ではなくいわゆる庶民の進
出であ？た。社民党のおでん屋営業庄健一氏（南区第2
位当選），洗濯業，現業労働者2氏が出馬した。また，
内地在住朝鮮人共和会の推薦によって西成区の高奉万氏
（下宿業），住吉区の許鎮氏（土木請負業）が立候補し，
ともに政治運動を通して大阪在住同胞の地位の向上をは
かるものととなえている。
　この回の選挙は，各党公認候補制がなく，所属を立候
補者が自称するものであった。が民政党を中心に政党の
選挙運動はし烈を極め，政友会は中川良長を初め13人の
閣僚級を投入し，民政党は永井柳太郎らをむかえ，5月
　　　　n10日の公示日から20日間に民政党系の演説会が2，967回，
政友会系2，071回，無産党843回を数えた。政党勢力の抗
表4　大阪市会議員選挙結果（昭4．6．1）
政党別立候徽1当選訓当躰 得票率
???????????
その他
106
88
14
　7
　3
　2
　1
24
　2
　3
????31．0
38．0
71．0
14．0
33．0
　0
　0
20．8
100
　0
37．0
35．0
11．0
2．O
L5
0．5
0．2
8．0
1．4
1．6
???? 250 88 100．0
（大阪毎日，昭和4．6．3より作成）
争が表面化することが世論に反することとあって政友会
系は，表立つことを恐れたが，市議選終了後，市会議長，
副議長の選出にはこの勢力分布が顕在化した。6月17日
民政党系は，議長，副議長をとると表明，翌日反民政派
は，46名に達し現職議長の白川氏（中立系）を議長に推
した。
　市会役員選挙の結果は，政友，中立，小会派の推する
白川現議長が当選し（57票），他は民政党系16票，社民
党系11票（計84票）で反政友系は分裂の結果となった。
同じく副議長に上田氏（中立系）が60票で当選し，民政
党系15票，社民党系11票（計86票）であった。当選者の
票には世論を恐れた民政系議員の票が入ったと新聞は報
じた36）。これを機に市会内の勢力分野は再編成されて，
連盟会派58名（うち民政党系16名，政友会系4名が含ま
れ），民政派17名，無産派13名に分布された。
　この選挙の結果では，投票率は60．3％となり，京都市
の同年5月21日の66．0％につぐ当時大都市での最低記録
であった。大阪市内各区のうち，低率は港区（有権者数
73，000人）54％，東成区（60，145人）54％，であり，い
ずれも市内で人口の最も多い行政区であった。前述した
が，東京市会議選の投票率は69．4％であり，市内で最低
率は，麻布区の65％であった。大阪市が他の大都市（5
都市）のうち最低投票率であつたことは，既述の通りで
ある。
　一般に予想された投票率をはるかに下回ったといわれ
ており，その主要因は，従来までの選挙のように戸別訪
問，狩り出し投票が今回は不可能であったためと，普選
にょって進出した大量の新人候補一地区に古いなじみ
をもたないひとびとの進出が一般の熱意を低下させたた
めといわれる。これらの理由の裏を返せぽ旧態依然の選
挙形態を脱皮した新しい選挙であったともいえるのであ
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る。
　これとの関係において250名の立候補者のうち元議員
2名，前（解散時まで現職）議員52名，新人196名となり
新人が多い。年令構成は，20歳台6名，30歳台61名，40
歳台106名，50歳台68名，60歳台7名，70歳以上2名，
合計250名である。前回大正14年の選挙結果に比し，一
世代ずつ若返っている。
　以上のうち当選者については，前議員候補52名のうち
当選は24名，新人64名で新人が大量に進出してたことに
なる。
　普選第2回の大阪市会議員選挙は，昭和8年6月1日
に執行された。有権者は，50万7，599名であったが，東
京市の同年3月16日の有権者数は82万4，536名を数え，
4年前と異り有権者数は大阪が32万名も下回った。定員
92名に対し176名が立候補した。
　普選第1回と今回の時評，新聞，雑誌を通覧すると，
今回は前回に比し立候補者も少数となり（前回250名），
それぞれの主義主張も玉石混こうの観を脱し，新人・現
役も混戦することもなく落ち付いた選対と選挙戦が展り
開げられている様相である。後述するように各現役候補
の地盤が固められ，前回のように有権者の激増，つまり
新有権者の政治観が奈辺にあるかという困惑と攻めあぐ
みが認められない。その意味では旧選挙当時の地盤固め
の方法と型が，新しい方式で再構築されたという観があ
る。例えば今回選挙では立候補に際しての所属政党の明
示が，公然と行なわれ，既成政党の公認が発表されてい
る。4年前の政党化阻止のキャソペーン，世論，候補者
の獲票のための党籍かくしは，全く何処へやら，と疑う
ほどである。ちなみに政党化防止をスローガンとする候
補は一人も見当らない。それだけに平等に近付く普選，
党籍を離脱しての市会浄化，無産党系の進出に抵抗する
既成派，といった躍動的なイッシューエレメントが全く
払拭されたためか，落付いてはいるが消極的である。
　立候補者の分類を試みよう。定員92名に対し176名の
立候補で政友会52名，民政党54名，国民同盟9名，社会
大衆党13名，国尿社会党2名，大日本生産党3名，国粋
大衆党2名，中立41名であった。新人111名，元10，現
職56となっている。
　政友会は早速，政友会47名と政友会系中立18名の合計
65名を政友会推薦と発表した。民政党は51名を推薦，数
日後3名を追加した。
　全市内15区にわたって，それぞれの区に立候補数と政
党系列に特色がある。天王寺区の4議席に対し11名の
2。75倍を筆頭に，2倍以上6区，残り8区が平均1．6倍
となっている。表5にみられるように各党とも出揃って
いるのは，東，此花，東淀川，天王寺，西淀川，大正，
東成，浪花，港の9区，かたよっているのは，中立系の
多率は西区，民政党は北区，政友会は南区，民政・政友
の対立は住吉，旭，西成の各区となっている。無産党系
の各党派は，西区，大正区を除いて全区で立候補してい
る。今回初の国粋大衆党，ナチ系ジャーナリストを応援
弁士に立てた大日本先産党などが選挙戦に加わり新しい
表5　大阪市議選出候補当選結果（昭8．6．15）（候補／当選）
民政党1政友会1中 立 社大衆陣家司生産党1国民同陣粋大1計候／当
東 5／4 2／0 3／2 1／o 1／0 12／6
西 1／1 1／1 5／3 7／5
南 2／2 4／1 1／1 1／1 8／5
北 7／3 3／3 3／2 1／0 14／8
此　　花 4／2 5／3 2／1 2／0 1／1 1／0 1／0 16／7
天王寺 2／0 5／2 3／2 1／0 11／4
住　　吉 1／1 5／4 5／2 1／0 1／0 1／0 14／7
東淀川 5／3 2／2 3／1 1／1 1／o 12／7
西淀川 2／0 4／1 4／4 1／o 1／1 12／6
旭 3／1 4／3 1／0 1／0 9／4
大　　正 2／2 1／0 3／2 1／0 7／4
東　　成 4／3 3／2 3／2 1／1 1／0 1／0 、13／8
西　　成 5／3 5／2 1／1 11／6
浪　　花 4／3 3／2 1／0 1／0 9／5
港 6／5 5／2 6／2 2／1 1／6 1／0 21／10
合訓53／33｝52／28142／2・　1・3／・2／1 3／0 ・／・1・／・1・76／92
社大衆＝社会大衆党，国家社＝国家社会党，国民同＝＝国民同盟，国粋大；国粋大衆党
（昭8．6．3大阪毎日新聞より作成）
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時流があらわれた。
　前回と異り演説会場に聴衆が集らず戸別訪問が盛んと
なり普選前と同じ様相（大毎新聞5．20）となっているが
他方警察の取締りによる違反者が殆んど出ない状態で，
違反行為が巧妙になったことを示した。政友会の演説会
場では安藤正純，星島二郎，内田信也，船田中らをむか
え，民政党は，川崎克，小西和らを，国民同盟は，清瀬
一郎，鈴木正吾らをむかえた。無産党系社会大衆党は安
部磯雄党首，河上丈太郎，片山哲らをむかえ，前回（政
党防止）も今回も全くかわらぬ陣容でアッピールをつづ
けている。前回に比し立候補者の少いのは普選のイッシ
ューｪうしろに引込んだのと，折柄の不景気によるもの
と言われ，・前景気では候補者1人4．000円はつかい，多
額のものは2万円を投入すると伝えられている。
　6月1日の選挙結果は，当選者民政党33名，政友会28
名，中立系24名，社会大衆党5名，国家社会党1名，国
民同盟1名，大日本生産党0，国粋大衆党0，合計92名
が決定した。前回に比し4議席の増加をみてはいるが，
民政党は2名減，政友会は23名増加（前回は党籍を表明
しなかったものが多かった），中立系は9名増，無産党
系は7名を減じた。全般的には無産，社会主義系の党派
が減じ，既成大政党が安定勝利という結果に終った。
　当選者の元，前，新人別にすれば，元議員5名，前
（現職）42名，新人45名の合計92名となりほぼ元前と新
人は半々となり現職議員の安定度をすすめている。
　政党及び党派系の所属は，新市会での議長選出のさい
明示される。政友会側は党所属28名に政友系中立議員11
名を加えて39名の票と目論み，民政党側は，6名の中立
をかかえこみ39名となり政友・民政同数の票をもって，
議長選挙前にはさまざまの策動が展開された。議長の予
選は，政友・民政両党が自らの保有票で勝ちうるものを
選ぶだけではない。小党派，もしくは小派を我に導き入
れて勝ちうる人物を選ぶことにある。それで勝てば協定
小派側も与党となり傘下に組み入れられる。策動にはこ
の政友もしくは民政両党に市理事者も加わってくる。さ
らにどちらが与党になるか，の予測が立てば，全体にわ
たる新グループ新結成ともなる。政友勢力は上田孝吉氏
（政友会，現職市議，衆議員）を擁立し，民政党は，辻
阪信次郎氏（民政党，現府会議長）をおしたが，結局議
長に川畑清蔵氏（中立），副議長に山野平一氏（中立）
が選出されたQ
　今回選挙の投票率は59．1％，東京市の60．2％，京都市
の59．9％とならんで大都市のi棄権率の高さを示した。有
力候補の立った住吉区は50％で最低を記録し，天王寺区
は激戦のktめ投票率は71％と最高であった。
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